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抄 録

文部科学省は２００８年（平成２０年度）より全国で１４１地域の小中学校でソーシャルワー

カーを配置するスクールソーシャルワーカー活用事業を１５億円の予算を導入し開始し

た。しかし、スクールソーシャルワーカーとなれる人材要件を見ると、ソーシャルワー

カーの国家資格でもある社会福祉士および精神保健福祉士だけではなく、それ以外にも

臨床心理士や教育関係者も可能であった。そのため、スクールソーシャルワーカーを

担っている人材の半数以下が社会福祉士および精神保健福祉士で、他は退職校長や家庭

児童相談員などが担っている状況である。

本稿では、山梨県で実施されているスクールソーシャルワーク活用事業の概要ならび

に担っている人材について調査を行った。現状の報告および結果からスクールソーシャ

ルワーカーに求められる専門役割や専門機能について考察を試みた。
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Ⅰ．はじめに

文部科学省の学校問題行動に関する調査によると、暴力行為は小学校では５，２１４件、

中学校では３６，８０３件あった。状況別では生徒間の暴力行為が２８，３９６件で最も多く、器物

損壊１５，７１８件、対教師暴力６，９５９件、見知らぬ人への暴力１，６８３件であった。校内での暴

力は４７，９３５件で、全体の２０％ほどの学校で起こっている。原因として、文部科学省が教

育委員会への聞き取りを行った際には、「感情をコントロールできない児童生徒や規範

意識が低い児童生徒が増加している」との回答であったことが報告された。

いじめについては、認知件数は小学校では４８，８９６件、中学校では４３，５０５件であった。

いじめによる自死を選んだ児童生徒は５人おり、深刻な状況であるとした。近年では、

インターネットを介したいじめ、いわゆるネットいじめもあり、本人がわからないとこ

ろで中傷されるため学校では把握しにくいのが現状であり、文部科学省では対応マニュ

アルを作成し各学校に配布する予定である。

このように、暴力行為、いじめだけでなく、不登校、児童虐待など、学校現場は様々

な困難や課題を抱えており、これまでも児童生徒に対し様々なサービスを実施してき

た。例えば１９９５年に開始されたスクールカウンセラー派遣事業がそれである。しかしな

がら、児童生徒への心理的アプローチだけではなく、家庭環境や学校環境、地域環境に

も働き掛けながら児童生徒の支援を行う必要性について、２００５年から３年間大阪府によ

るスクールソーシャルワーカー配置事業により行われ、その必要性が求められた。

これを受けて、文部科学省では２００８年度より全国１４１地域においてスクールソーシャ

ルワーカー活用事業を開始した。文部科学省の説明によると、スクールソーシャルワー

カーとは、児童生徒が置かれている様々な環境に着目して働きかけたり、学校内あるい

は学校の枠を越えて、関係機関等との連携をより一層強化するため、問題を抱える児童

生徒の課題解決を図るためのコーディネートを行うこととされている。

担うべき人材は、教育分野に関する知識に加えて、社会福祉等の専門的な知識や技術

を有しており、問題を抱えた児童生徒に対し、当該児童生徒が置かれた環境へ働きかけ

たり、関係機関等とのネットワークを活用したりするなど、多様な支援方法を用いて、

課題解決への対応を図っていくこととしている。

本稿では、山梨県におけるスクールソーシャルワーカー活用事業の現状報告と、実際

に実践を行っているスクールソーシャルワーカーへの調査から、学校現場に必要とされ

ている環境への働きかけなどの専門役割や専門機能について考察を行った。

Ⅱ．山梨県スクールソーシャルワーカー活用事業について

山梨県における不登校、不登校の出現率は３．６７％で全国平均を大幅に上回っており、

中でも中学校における数値は２００４年より増加をしており、２００７年の調査では１，００８名の

不登校がいると報告されている。

このような状況下で、山梨県では２００８年度５月よりスクールソーシャルワーカー６名
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の体制で事業が開始された。６月に１名、９月に１名、１０月に３名が追加採用され、全

１１名での事業が１０月より開始された。

スクールソーシャルワーカーが配置されている場所は、山梨県を４つの地域にわけ、

その地域にある教育事務所に配置されており、そこから事務所内管轄の小中学校へ派遣

されている。

以下、２００７年度の小学校及び中学校数と児童生徒数の統計表である（山梨県教育委員

会作成、平成１９年度教育便覧より）。

２００８年のスクールソーシャルワーカーの配置検討時に参考になった数値である。各教

育事務所の管轄する学校数および児童生徒数から配置人数が以上のように決定した。

Ⅲ．調査

山梨県でスクールソーシャルワーカーとして勤務している１１名を対象にアンケート調

査を配布し、郵送で回答を返送してもらった。

質問紙の内容は、１）教育分野、福祉分野で働いた経験、取得している資格など個人

に関する事項、２）担当ケース数や業務内容、相談内容に関する事項、３）業務上、抱

える困難に関する事項（自由記述）の各事項について回答してもらった。

Ⅳ．結果

調査で得られた結果について以下に述べる。上記のように調査対象者であるスクール

ソーシャルワーカーが１１名であるため、集計表は巻末に資料として添付する。また、項

目によっては無効回答票や複数回答がある。

１．スクールソーシャルワーカーの男女比：男７名、女４名

２．年代：２０代：３名、３０代２名、４０代１名、５０代１名、６０代４名

３．最終学歴：大学卒１０名、大学院卒１名

表Ⅱ－１

Ａ教育事務所 Ｂ教育事務所 Ｃ教育事務所 Ｄ教育事務所

教育委員会 ９つ ４つ ６つ １３つ

小学校数 ８４校 ４４校 ２７校 ５９校

小学生数 ２６，９９８人 ８，８０３人 ３，１０３人 １１，７２６人

中学校数 ３９校 １６校 １５校 ３０校

中学生数 １３，２７９人 ４，３５０人 １，８２２人 ６，４２８人

管轄学校数
（小学校＋中学校）

１２３校 ６０校 ４２校 ８９校

スクールソーシャル
ワーカー配置数

４人 ２人 ２人 ３人
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４．教育分野での勤務経験：あり３名、なし８名 ※常勤・非常勤を問わない。

５．福祉分野での勤務経験：あり６名、なし５名 ※常勤・非常勤を問わない。

６．教育分野での勤務年数：最低値１年、最高値３９年

７．福祉分野での勤務年数：最低値１年、最高値３５年

８．有する資格について（複数回答）：社会福祉士５名、精神保健福祉士１名、小学校

教員３名、中学校教員１名、高等学校教員１名、保育士１名、臨床心理士１名、そ

の他（福祉住環境コーディネーター、学校カウンセラー、児童福祉司、図書館司書

など各１名）

９．担当ケース数（有効回答７名）：５０ケース（内訳：小学校２２、中学校２８）

１０．関与している学校数（有効回答数７名）：３４（内訳：小学校１６、中学校１８）

１１．主たる業務内容（複数回答）（有効回答数７名）；

児童生徒の相談：４、保護者・家族の相談：６、教職員の相談７、家庭訪問：３、

授業観察：３、ケース会議の開催：７、他機関連携：５、講演や研修の講師：５、

校内委員会への参加：１、雇用先との打ち合わせ：１

１２．主たる相談内容（上位３つ）（有効回答数４）；

不登校：４、いじめ：１、暴力行為：２：、非行・不良行為：１、発達障害：３、

家庭環境：２、保護者と教職員の関係：１

１３．学校での窓口となる人（上位３つ）（有効回答数７名）；

校長：２、教頭：４、生徒指導主任：４、養護教諭：２、不登校担当教員：１、ス

クールカウンセラー：１

１４．連携を図った関係機関（複数回答）（有効回答数７名）；

教育相談室等：５、適応指導教室：３、児童相談所：５、福祉事務所：３、家庭児

童相談室：３、民生・児童委員：１、保健所：２、小児科医：１、精神科医：１、

臨床心理士：２、精神保健福祉士：１

Ⅴ．考察

１）教育分野、福祉分野で働いた経験、取得している資格など個人に関する事項

山梨県では、ソーシャルワーカーとして社会福祉士および精神保健福祉士を有するス

クールソーシャルワーカーが合計で６名おり、ソーシャルワーカー養成教育を受け、か

つ国家資格を有しているところから、ソーシャルワーカーの役割と機能を意識し活動し

ていると考えられる。

２）担当ケース数や業務内容、相談内容に関する事項

スクールソーシャルワーカー活用事業が開始して半年が経過し、担当ケース数が平均

すると１人につき７ケースとなっている。これは、学校からの相談を受ける数と関連し

ているため、まずは学校からの相談を受けて、児童生徒、家族への支援が展開されてい

ると考えられる。
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主たる相談内容の中では、不登校に関する相談が多くあげられており、学校側が試行

錯誤して対応しながらも効果が得られず、スクールソーシャルワーカーの派遣要請に至

るケースがほとんどである。

以前、不登校児を矯正教育しようとして、暴行を加え死亡させた、いわゆる「戸塚ヨッ

トスクール事件」がある。子どもだけに焦点を当てても、適応できる環境がなければ不

適応解消は難しい。だからこそ、子どもだけに焦点をあてるのでもなく環境だけに焦点

を当てるのでもなく、子どもと環境とのその両方をアセスメントし、チームアプローチ

をすることが必要である。

また、特別支援学級に通級する生徒からも相談を受けており、いわゆる発達障害児童

への支援についても検討の余地がある。学校には特別支援教育コーディネーターがお

り、その役割は広範囲かつ多岐に渡っており、附随する問題もまた広範囲かつ多岐に渡

るために、学校教育の中での支援の範疇を越えてしまい、特別支援教育コーディネー

ターのみでの対応は困難であると考えられる。

そこで特別支援教育において、特別支援教育コーディネーターは校内の関係者や関係

機関との連絡調整、保護者に対する相談窓口など教員としての立場や専門性を生かした

支援、スクールソーシャルワーカーはソーシャルワーカーとしての立場や専門性を生か

した支援を行うことが担えると考えられ、スクールソーシャルワーカーが特別支援教育

コーディネーターとともに、担任や特別支援学級担当教員と連携を持ち、それぞれの役

割を理解し分担しての支援が可能であろう。

また、連携を図った機関をみるとわかるように、市町村福祉行政の中で福祉事務所や

家庭児童相談室などを活用していることから、地域で生活している児童生徒・家族への

支援として福祉行政を活用していることが考えられる。福祉行政は主に子育て支援策と

して、他の福祉サービスを活用しながらスクールソーシャルワーカーが行政と協働して

児童生徒・家族を支援していく必要があると考えられる。

近年、核家族化により祖父母が子育てに参加することが少なくなってきていることや

地域でのつながりが弱まり、地域全体で子育てをしていくというような考え方もなくな

りつつあるといわれている。このような状況から子どもたちは父母以外の大人と関わる

機会も減少し、社会性を身につけることが困難となってきていることも考えられる。

また、経済的な安定が難しい傾向にあるひとり親家庭だけでなく、両親がいる家庭も

多く見受けられ、経済的な支援等が必要である。前述したように近年の核家族化や地域

との関わりの減少により保護者が育児に不安や悩みを抱えながらも１人で抱え込み、誰

にも相談できないまま子育てを続ける環境が出来やすくなっている。

スクールソーシャルワーカーは相談援助活動を通じて、必要に応じて地域の子育て支

援センターや子育てサークル、児童相談所等に相談者である児童生徒、家族をつないで

いくというような相談者を孤立させない対応が求められる。家族を支援することで家庭

に精神的安定が戻り、結果として児童生徒を支援していくことにもつながると考えられ

る。
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３）業務上、抱える困難に関する事項（自由記述）

スクールソーシャルワークについて学校現場の理解の不足、認知の不足などがあげら

れた。また、スーパーバイザーを必要としていることや、スクールソーシャルワーカー

同士の研修会、事例検討会を行いたいとのことであった。これらは相談援助活動を行う

上で支援困難なケースである場合、スクールソーシャルワーカーが相談する場所、機会

が十分ではないとのことであると考えられる。ソーシャルワーカーは、常に自己研鑽を

しながら自己覚知を深めていくことで援助の質を高めることが求められている。

Ⅵ．まとめ

考察でまとめたように、スクールソーシャルワーカーはどのようなことが担えるの

か、また担う必要があるのか、主にスクールソーシャルワーカーとして求められる役割

について論じた。

子どもに関わる主体は教職員であってスクールソーシャルワーカーではない。毎日教

員は子どもと接しているため、スクールソーシャルワーカーは情報収集のためにケース

会議を行う必要がある。ケース会議で情報を収集することで、関係機関とケースに合っ

たチームアプローチを行うこと、つまり連携機関との調整を行うコーディネート機能が

必要になるのではないだろうか。

例えば、不登校児の場合、教育センターや子どもの面接担当者、適応指導教室等の社

会資源がある。これらの社会資源と連携し、チームアプローチを行うことで不登校児へ

の支援の共通認識を確認し合うことができる。このように地域全体で児童生徒、家族を

見守っていくことを可能にするネットワーキングがスクールソーシャルワーカーの重要

な業務の一つであり、そこから児童生徒・家族への支援が展開されていくためには必要

である。児童生徒、家族に対して、学校と社会資源と協働して、支援をしていくことが

スクールソーシャルワーカーにとって重要であるといえる。

Ⅶ．おわりに

２００８年度から開始されたスクールソーシャルワーカー活用事業について、山梨県にお

ける現状から、その求められる役割と機能について考察をした。ソーシャルワーカーを

養成する機関に属する者として、スクールソーシャルワーカーの養成だけではなく、

ソーシャルワークについてのサービスの質、地域へスクールソーシャルワークの認知・

啓発活動等を行いながら、スクールソーシャルワーカーと協力して児童生徒・家族の

well-being を高めていくことができればと考えている。調査にご協力いただいた山梨県

のスクールソーシャルワーカーの皆様に感謝し、今後のご活躍を祈念いたします。
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【調査集計表】

１．スクールソーシャルワーカーの男女比：男７名、女４名

２．年代：２０代：３名、３０代２名、４０代１名、５０代１名、６０代４名

３．最終学歴：大学卒１０名、大学院卒１名

４．教育分野での勤務経験：あり３名、なし８名

５．福祉分野での勤務経験：あり６名、なし５名

６．教育分野での勤務年数：最低値１年、最高値３９年

７．福祉分野での勤務年数：最低値１年、最高値３５年

８．有する資格について（複数回答）：社会福祉士５名、精神保健福祉士１名、小学校教員３名、

中学校教員１名、高等学校教員１名、保育士１名、臨床心理士１名、その他（福祉住環境コー

ディネーター、学校カウンセラー、児童福祉司、図書館司書など各１名）

９．担当ケース数（有効回答７名）：５０ケース（内訳：小学校２２、中学校２８）

１０．関与している学校数（有効回答数７名）：３４（内訳：小学校１６、中学校１８）

男 女

７ ４

２０代 ３０代 ４０代 ５０代 ６０代

３ ２ １ １ ４

大学卒 大学院卒

１０ １

あり なし

３ ８

※常勤・非常勤を問わない。

あり なし

６ ５

※常勤・非常勤を問わない。

社会福祉士
精神保健
福祉士

小学校教員 中学校教員
高等学校
教員

保育士 臨床心理士

５ １ ３ １ １ ２ １
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１１．主たる業務内容（複数回答）（有効回答数７名）：

児童生徒の相談：４、保護者・家族の相談：６、教職員の相談７、家庭訪問：３、授業観察：

３、ケース会議の開催：７、他機関連携：５、講演や研修の講師：５、校内委員会への参加：

１、雇用先との打ち合わせ：１

１２．主たる相談内容（上位３つ）（有効回答数４）；

不登校：４、いじめ：１、暴力行為：２、非行・不良行為：１、発達障害：３、家庭環境：

２、保護者と教職員の関係：１

１３．学校での窓口となる人（上位３つ）（有効回答数７名）；

校長：２、教頭：４、生徒指導主任：４、養護教諭：２、不登校担当教員：１、スクールカ

ウンセラー：１

１４．連携を図った関係機関（複数回答）（有効回答数７名）；

教育相談室等：５、適応指導教室：３、児童相談所：５、福祉事務所：３、家庭児童相談室：

３、民生・児童委員：１、保健所：２、小児科医：１、精神科医：１、臨床心理士：２、精

神保健福祉士：１

児童生徒の相談
保護者・家族

の相談
教職員の相談 家庭訪問 授業観察

４ ６ ７ ３ ３

ケース会議
の開催

他機関連携
講演や研修
の講師

校内委員会
への参加

雇用先との
打ち合わせ

７ ５ ５ １ １

不登校 いじめ 暴力行為 非行・不良行為 発達障害 家庭環境 保護者と教職員の関係

４ １ ２ １ ３ ２ １

校長 教頭 生徒指導主任 養護教諭 不登校担当教員 スクールカウンセラー

２ ４ ４ ２ １ １

教育相談室、
教育センター

適応指導教室 児童相談所 福祉事務所
家庭児童
相談室

民生・児童
委員

５ ３ ５ ３ １ １

保健所 小児科医 精神科医 臨床心理士
精神保健
福祉士

２ １ １ １ １
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Abstract

In 2008, the Ministry of Education, Culture, Sports, Science and Technology

introduced a service which meant that school workers weresent to 141 public schools

throughout Japan. This service was allotted 1.5 billion yen. The position of school social

worker did not demand either a social worker or psychiatric social worker qualification.

Less than half of the employed social workers held national certification. The rest were

made up of clinical psychologists and other of educational background ; retired

principal, home child consultants, etc.

This report investigated the impact of this move. The role of the social worker in a

school and how they carry out their duties. The specialized role and function of school

social workers are presented in this report.

Key Words : school social work (social work in school)

peculiar roles

peculiar function
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